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長期優良住宅の普及の促進に関する法律に係る認定

長期優良住宅の普及の促進に関する法律（平成20年法律第87号）第6条第1項

住宅 住宅施策推進

別紙「長期優良住宅の普及の促進に関する法律に規定する
各申請に関する標準処理期間」のとおり

長期優良住宅の普及の促進に関する法律（平成20年法律第87号）
（認定基準等）
法第6条
「所管行政庁は、前条第1項から第7項までの規定による認定の申請があっ
た場合において、当該申請に係る長期優良住宅建築等計画又は長期優良住
宅維持保全計画が次に掲げる基準に適合すると認めるときは、その認定を
することができる。」
法第6条第1項第3号及び第4号
「当該申請に係る住宅が良好な景観の形成その他の地域における居住環境
の維持及び向上に配慮されたものであること。」及び「当該申請に係る住
宅が自然災害による被害の発生の防止又は軽減に配慮されたものであるこ
と。」とあることを受け、別紙「長期優良住宅建築等計画等の認定に係る
審査基準」を定める。
なお、第6条第1項のその他の各号に関しては、法律の定めのとおり運用す
るため、新たな基準を設定しない。



 

長期優良住宅建築等計画等の認定に係る審査基準 

 

制定 平成２１年 ５月２６日 

施行 平成２１年 ６月 ４日 

改正 平成２３年１２月 １日 

改正 令和 ４年 １月 ４日 

 

第１ 長期優良住宅の普及の促進に関する法律（平成２０年法律第８７号、以下「法」と

いう。）第６条第１項第３号に掲げる良好な景観の形成その他の地域における居住環

境の維持及び向上に配慮されたものに関する基準については、１から６の基準に定め

るところによる。 

 

１ 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第４条第９項に規定する地区計画等の区域

内において、申請建築物が当該地区計画等の建築物に関する事項（建築物の敷地、構造、

建築設備、用途又は形態意匠についての制限であって、建築基準法（昭和２５年法律第２

０１号）に基づき建築主事等が確認を行う条例制定項目以外の項目に限る。）に適合しな

い場合は、原則として認定しない。 

 

２ 建築基準法第６９条に規定する建築協定の区域内において、申請建築物が当該協定中

の建築物に関する事項（建築物の敷地、位置、構造、建築設備、用途又は形態意匠につ

いての具体的な制限に限る。）に適合しない場合は、原則として認定しない。 

 

３ 次の区域内においては、原則として認定しない。ただし、許可や当該住宅が区域の設

定の目的を達成するものであることなどにより、長期にわたる立地が想定されることが

判明している場合については、この限りでない。 

ア 都市計画法第４条第４項に規定する促進区域 

イ 都市計画法第４条第６項に規定する都市計画施設の区域 

ウ 都市計画法第４条第７項に規定する市街地開発事業の区域 

エ 都市計画法第４条第８項に規定する市街地開発事業等予定区域 

オ 住宅地区改良法（昭和３５年法律第８４号）第８条第１項の告示があった日後にお

ける同法第２条第３項に規定する改良地区 

 

４ 景観法（平成１６年法律第１１０号）第８条第１項に規定する景観計画で定める区域

内において、申請建築物が同条第2項に規定する景観計画で定める行為の制限に関する事

項に適合しない場合は、原則として認定しない。 

 



５ 景観法第６１条第1項に規定する景観地区の区域内において、申請建築物が当該景観地

区の建築物に関する事項（建築物の形態意匠、高さ、壁面の位置、敷地についての具体

的な制限に限る。）に適合しない場合は、原則として認定しない。 

 

６ 景観法第８１条に規定する景観協定の区域内において、申請建築物が当該協定中の建

築物に関する事項（建築物の形態意匠、敷地、位置、規模、構造、用途又は建築設備に

ついての具体的な制限に限る。）に適合しない場合は、原則として認定しない。 

 

第２ 法第６条第１項第４号に掲げる自然災害による被害の発生の防止又は軽減に配慮さ

れたものに関する基準については、次に定めるところによる。 

 

次の区域内においては、原則として認定しない。ただし、宅地の安全化を図る開発行

為等により、区域の指定が解除されることが決定している場合はこの限りでない。 

ア 地すべり等防止法（昭和３３年法律第３０号）第３条第１項の規定により指定され

た地すべり防止区域 

イ 急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律（昭和４４年法律第５７号）第３条

第１項の規定により指定された急傾斜地崩壊危険区域 

ウ 土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成１２年法

律第５７号）第９条第１項の規定により指定された土砂災害特別警戒区域 

 

附 則 

この規則は、平成２３年１２月１日から施行する。 

附 則 

この規則は、令和４年２月２０日から施行する。 

 



長期優良住宅の普及の促進に関する法律に規定する各申請に関する標準処理期間 

 

制定 平成２１年５月２６日 

施行 平成２１年６月 ４日 

改定 令和４年 ２月２０日 

改定 令和４年１０月 １日 

 

標準処理期間は次の各号に定めるところによるものとし、本規定において用いる用語は、長期優良住

宅の普及の促進に関する法律（平成２０年法律第８７号。以下「法」という。）によるもののほか、関係

法令、政令、省令並びに告示の例による。 

１ 法第６条第１項（法第８条第２項において準用する場合を含む。）に規定する長期優良住宅建築等計

画又は長期優良住宅維持保全計画の認定の審査に要する期間は、下表の審査期間を標準処理期間とす

る。 

工事種別 区 分 確認書等※の添付 審査期間 

新築基準が適用される住宅 

一戸建ての住宅 
有 ７日 

上記以外 ２１日 

共同住宅等 
有 １４日 

上記以外 ３５日 

増改築基準又は既存基準が

適用される住宅 

一戸建ての住宅 
有 １１日 

上記以外 ３２日 

共同住宅等 
有 ２１日 

上記以外 ５３日 

※確認書等 

住宅の品質確保の促進等に関する法律（平成１１年法律第８１号）第６条の２第５項に

規定する住宅の構造及び設備が長期使用構造である旨が記載された確認書若しくは住宅

性能評価書又はこれらの写し 

 ２ 法第６条第２項（法第８条第２項において準用する場合を含む。）の規定による申出があった場合は、

第１号の審査期間に加え建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）に定める日数を加算するものとす

る。 

 ３ 法第９条の規定による変更の認定又は第１０条の規定による承認の審査に要する期間は、いずれも

申請を受けた日の翌日から７日を標準処理期間とする。 

４ 書類の不備等により、審査が中断した時は、その中断期間を審査期間に含めることはできない。 

５ 市長は、１号から３号に規定する審査期間によりがたい合理的な事由があるときは、１号から３号

の規定に関わらず、審査期間を延長することができる。 

 ６ 市長は、前号の規定により審査期間を延長するときは、申請者に対し、その理由を付して書面によ

り通知するものとする。 


